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①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価

への影響について

②「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告）」

（内閣府（2020））の地震動評価への影響について

③青森県（2021）の津波評価への影響について

④中野ほか（2013） WEB版の更新による火山影響評価への影響について
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七
戸
西
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断
層

震源として考慮する活断層（当社）

野辺地図幅が示す活構造に当社の震源として
考慮する活断層を加筆した図→

↑出戸西方断層周辺の地質図（野辺地図幅）
野辺地図幅の凡例は13頁参照

震源として考慮
する活断層（当社）

活構造
（野辺地図幅）

左図の表示範囲

①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

震源として考慮する活断層との比較

4

※1：野辺地図幅からの図読による。 ※2：野辺地図幅の区画範囲内における長さ。

断層名
野辺地図幅の

活構造長さ※1
当社評価長さ

横浜断層 約11 km 約15 km

出戸西方断層 約5 km 約11 km

六ヶ所撓曲 約9 km 存在しない

上原子断層 約4 km 約19 km※2

地震動評価上、上原子断層と七

戸西方断層の連動を考慮する
底田撓曲
（当社：七戸西方断層）

約14 km※2

・野辺地図幅に示されている横浜断層、出戸西方断層、上原子断層、底田撓曲
（当社の七戸西方断層）は、いずれも当社の震源として考慮する活断層の評価
長さに包含される。

⇒野辺地図幅に示されている活断層を踏まえても、当社の震源として考慮する
活断層の評価（分布・長さ）に変更はない。
一方、野辺地図幅には出戸西方断層の近傍に六ヶ所撓曲 が示されていること
から、これらの構造についても後述する。

・工藤ほか（2021） 20万分の1地質図幅「野辺地」第２版（以下、野辺地図幅）に
は、活構造として横浜断層、出戸西方断層、六ヶ所撓曲、上原子断層、底田撓
曲が示されている。



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

横浜断層の比較

5

・当社は、横浜断層について、西上がりの逆
断層を伴う撓曲構造を確認している。

・この断層及び撓曲構造が認められないこと
を確認した横浜町向平付近を南端、むつ市
北川代沢付近を北端とする約15ｋｍの区間
を震源として考慮する活断層と評価している。

⇒野辺地図幅に示される横浜断層は、当社の
震源として考慮する活断層の評価の範囲
（南端・北端）・長さに包含され、当社の評価
に変更はない。

・野辺地図幅によると、横浜断層は西側隆起
の逆断層で、南限は横浜町太郎須田で北北
東－南南西に延び、横浜町浜田付近より北
では不明瞭となり、むつ市中野沢付近で尖
滅するとしており、その長さは約11ｋｍである
（長さは野辺地図幅からの図読）。

○南端位置
・向平付近
・リニアメント・変動地形の延長
位置の砂子又層に断層及び
撓曲構造は認められない。

・東側が低い高度不連続は認め
られない。

○北端位置
・北川代沢付近
・北川代沢では同斜構造が
確認され、撓曲構造は北
川代沢まで連続していない。

横浜断層周辺の地質図（野辺地図幅）
野辺地図幅の凡例は13頁参照

横浜断層周辺の地質図（当社）

に野辺地図幅の活構造を加筆

北川代沢

向平測線

横
浜
断
層
（野
辺
地
図
幅
）
約
11
㎞

横
浜
断
層
（当
社
）
約
15
㎞

横
浜
断
層
（野
辺
地
図
幅
）
約
11
㎞



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

出戸西方断層の比較

6

・出戸西方断層について、棚沢川から老部
川にかけてリニアメント・変動地形に対応
する位置において、西上がり・西傾斜の逆
断層が認められる。棚沢川北方の山地内
にはリニアメントが断続的に判読され、
OT-2露頭では西上がり・西傾斜の逆断層
が認められる。

・当社は、リニアメント・変動地形が判読され
ず、逆断層が認められないことを確認した
C測線を南端、OT-1露頭を北端とする約
11ｋｍの区間を震源として考慮する活断層
と評価している。

⇒野辺地図幅に示される出戸西方断層は、
当社の震源として考慮する活断層の評価
の範囲（南端・北端）・長さに包含され、当
社の評価に変更はない。

・野辺地図幅によると、出戸西方断層は老
部川から棚沢川南方にかけてほぼ南北に
延びる西側隆起の逆断層としており、その
長さは約５ｋｍである（長さは野辺地図幅
からの図読）。

棚沢川

北川

馬門川

B測線及び
断層南方

延長トレンチ

敷地

中山崎

OT-2露頭

OT-1露頭

C測線

Z測線

出戸川

D-1露頭
老部川

出戸西方断層周辺の地質図（野辺地図幅）
野辺地図幅の凡例は13頁参照

出戸西方断層周辺の空中写真判読図（当社）

に野辺地図幅の活構造を加筆

●南端位置
・C測線（断層南方延長トレンチ位置と概ね一致するＢ測

線から南へ約245mの位置）
・Ｚ測線以南にはリニアメント・変動地形は判読されない。
・出戸西方断層と同じ西傾斜の逆断層が認められない。
・イ断層、ロ1断層、ロ2断層は、連続性が乏しく、累積性

がないことから、これら断層を出戸西方断層の副次的な
断層として安全側に評価。

・出戸西方断層及び副次的な断層は、C測線以南に認め
られない。

・鷹架層の地質構造は、C測線付近を境に南北で異なる。

●北端位置
・OT-1露頭位置
・OT-1露頭以北にリニアメント・変動地

形は判読されない。
・薄片観察結果によれば、最新面での

変位センスは正断層センスであり、出
戸西方断層の逆断層センスと運動セ
ンスは異なる。

・露頭における断層の破砕幅は約1cm
であり小さい。

出
戸
西
方
断
層

（野
辺
地
図
幅
）
約
5
㎞

出
戸
西
方
断
層
（当
社
）
約
11
㎞

出
戸
西
方
断
層
（野
辺
地
図
幅
）
約
5
㎞



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

六ヶ所撓曲について（出戸西方断層より南方の地質構造）

7

渡辺ほか（2008）及び渡辺（2016）が指摘する六ヶ所撓曲は、第
325回審査会合（令和元年12月20日）で既にその存在が認めら
れないことを説明している。（参考資料を参照）
⇒敷地近傍には、出戸西方断層以外に震源として考慮する活
断層は存在しないとする、当社の評価に変更はない。

・野辺地図幅に記載されている六ヶ所撓曲は、渡辺ほか（2008）
及び渡辺（2016）の引用である。

※1：野辺地図幅では東側隆起と記載しているが西側隆起を図示して
おり、引用元である渡辺ほか（2008）も西側隆起を示唆している。

工藤ほか（2021） より抜粋

※1

六ヶ所撓曲周辺の地質図（野辺地図幅）
野辺地図幅の凡例は13頁参照

出
戸
西
方
断
層

棚沢川

B測線及び
断層南方

延長トレンチ

敷地
C測線

Z測線

出戸川

D-1露頭

老部川

出
戸
西
方
断
層

出戸西方断層南方の空中写真判読図（当社）

に野辺地図幅の活構造を加筆

背
斜
構
造

急
傾
斜
構
造



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

上原子断層－七戸西方断層（底田撓曲）の比較

8

・当社は、野辺地図幅に示すほぼ同様の区間をそれぞれ、上原子
断層、七戸西方断層（野辺地図幅の底田撓曲）としている。

・上原子断層、七戸西方断層は変位センスが異なるものの、相互の
位置関係から、地震動評価上は一連のものとし、その長さ約51km
の区間を震源として考慮する活断層と評価している。

⇒野辺地図幅に示される上原子断層、底田撓曲は、当社の震源と
して考慮する活断層の評価の範囲（南端・北端）・長さに包含され、
当社の評価に変更はない。

・野辺地図幅によると、上原子断層は三角岳山地の東縁から野辺
地川に沿って上原子付近まで延びる東側隆起の活断層としており、
その長さは約4ｋｍである（長さは野辺地図幅からの図読） 。底田
撓曲は三角岳山地の東縁に沿って坪川付近から南方へおおよそ
南北走向に延びる西側隆起の撓曲構造としており、図幅の範囲内
における長さは約14ｋｍである（長さは野辺地図幅からの図読）。

上原子断層、底田撓曲周辺の地質図（野辺地図幅）野辺地図幅の凡例は13頁参照

底田撓曲(野辺地図幅)：約14㎞上原子断層(野辺地図幅)：約4㎞

三角岳山地

※1

、 リニアメント連続 、 リニアメント並行・連続リニアメント並行・連続

S-2露頭

LD LB LC LC LD

上原子断層（当社）：約5㎞ 七戸西方断層（当社）：約14㎞

地震動評価上、上原子断層と七戸西方断層の連動を考慮する範囲：約19㎞

七戸西方断層(野辺地図幅)：約14㎞

※1

※1

上原子断層(野辺地図幅)
：約4㎞

※1

野辺地図幅の区画範囲内における上原子断層、七戸西方断層周辺の地質構造図（当社）に野辺地図幅の活構造を加筆

※1：野辺地図幅の範囲内
における長さ。

※2：野辺地図幅の範囲外
における長さ。

奥
入
瀬
川

矢神

地震動評価上、上原子断層と七戸西方断層の連動を考慮する範囲（当社）：約51㎞

上原子断層（当社）：約5㎞ 七戸西方断層（当社）：約46㎞

七戸西方断層（当社）：約14㎞ 七戸西方断層（当社）：約32㎞
※1 ※2

○上原子断層の長さは、枇杷野川右岸の高位
面（北端）から坪川右岸の田代平溶結凝灰
岩の火砕流堆積面（南端）までの約5km。

上原子断層、七戸西方断層周辺の地質構造図（当社）に野辺地図幅の活構造を加筆

○七戸西方断層の長さは、坪川右岸の田代
平溶結凝灰岩の火砕流堆積面（北端）
から猿辺川付近（南端）までの約46km。



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

地質・地質層序の比較

9

・当社が中新統の地層とする泊層、鷹架層は、野辺地図幅に対比される地層とほぼ同様の地質層序、地質分布、年代である。
・当社が鮮新統の地層とする砂子又層は、下北半島東部の広い範囲に分布する鮮新統～下部更新統を砂子又層として定義した北村編
（1986）に倣い、敷地周辺に分布する鮮新統～下部更新統を一括して砂子又層としている。

従来「砂子又層上部層（S３）」としていた地層のうち、敷地近傍の第四系下部～中部更新統ついては、「六ヶ所層（R）」と仮称する。
これらの地層は、野辺地図幅の清水目層、甲地層、浜田層に対応しており、地質層序、地質分布、年代はほぼ同じである。

地質層序表（野辺地図幅） 敷地近傍の地質層序表（当社）
当社の敷地近傍に対応

するおおよその範囲

※1：当社は、下北半島東部の広い範囲に分
布する鮮新統～下部更新統を砂子又層
として定義した北村編（1986）に倣い、敷
地周辺に分布する鮮新統～下部更新統
を一括して砂子又層としている。

※2：従来「砂子又層上部層（S３）」としていた
地層のうち、敷地近傍の第四系下部～
中部更新統ついて、「六ヶ所層（R）」と仮
称する。

※2

※1



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

地質・地質層序の比較

10

敷地敷地

地質図（野辺地図幅） 敷地周辺陸域の地質図（当社）

⇒野辺地図幅に示される地質層序、地質分布は、当社の地質層序、地質分布とほぼ同じである。

野辺地図幅の凡例は13頁参照



※1：当社は、下北半島東部の広い範囲に分布する鮮新統～下部更新統を砂
子又層として定義した北村編（1986）に倣い、敷地周辺に分布する鮮新
統～下部更新統を一括して砂子又層としている。

※2：従来「砂子又層上部層（S３）」としていた地層のうち、敷地近傍の第四系
下部～中部更新統ついて、「六ヶ所層（R）」と仮称する。

※2

地質層序表（野辺地図幅） 敷地周辺陸域の地質層序表（当社）

立石層は野辺地図幅の範囲外

野辺地図幅の砂子又層は当社の
敷地周辺陸域の範囲外

※1

①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

地質・地質層序の比較

11

・当社が中新統とする地層は、猿ヶ森層、泊層、鷹架層、蒲野沢層、和田川層、小坪川層、松倉山層、市ノ渡層である。
猿ヶ森層、泊層、鷹架層、蒲野沢層は、野辺地図幅に対比される地層とほぼ同様の地質層序、地質分布、年代である。
和田川層と小坪川層、松倉山層は、それぞれ野辺地図幅の四沢層、和田川層と小坪川層に概ね対応している。
市ノ渡層は、野辺地図幅に対比される地層とほぼ同様の地質層序、地質分布である。

・当社が鮮新統～下部更新統とする砂子又層※1と下部更新統～中部更新統とする六ヶ所層※2の一部は、野辺地図幅の清水目層、甲地層、浜田層に対応してお
り、地質層序、地質分布、年代はほぼ同じである。



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

地質・地質層序の比較

12

敷地

地質図（野辺地図幅） 敷地周辺陸域の中新統～下部更新統の地質図（当社）

敷地

⇒野辺地図幅に示される地質層序、地質分布は、当社の地質層序、地質分布とほぼ同じである。

野辺地図幅の凡例は13頁参照



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

野辺地図幅の凡例

13



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価への影響について

まとめ

14

・野辺地図幅に示されている活構造と、当社が評価する震源として考慮する活断層を比較した結果、野辺地図幅が示す
横浜断層、出戸西方断層、上原子断層、底田撓曲（当社の七戸西方断層）は、いずれも当社が震源として考慮する活断
層と評価する範囲（南端・北端）・長さに包含されることを確認した。

・野辺地図幅に記載されている中新統の猿ヶ森層、泊層、鷹架層、蒲野沢層及び鮮新統～下部更新統の清水目層、甲
地層、浜田層は、それぞれ当社の中新統の猿ヶ森層、泊層、鷹架層、蒲野沢層及び鮮新統～下部更新統とする砂子又
層と下部更新統～中部更新統とする六ヶ所層の一部に概ね対応し、これらの分布範囲・年代の認定はほぼ同じである。

20万分の1地質図幅「野辺地」第2版の断層評価、地質・地質層序を踏まえても、当社評価に変更はない。



15

参考資料



• 渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の
評価について

• 朝比奈平付近の断層及びリニアメント・変動地形

16



17

出戸西方断層と大陸棚外縁断層の関連性を指摘する文献は、以下の通りである。これら文献が指摘する主な論点と当社の評価概要をまと

めた。

①渡辺ほか（2008）：渡辺満久，中田高，鈴木康弘．“下北半島南部における海成段丘の撓曲変形と逆断層運動”．活断層研究，2008，no．
29．

②渡辺（2016）：渡辺満久．“六ヶ所断層周辺における海成段丘面の変形と地形発達”．活断層研究，2016，no．44．
③渡辺（2018）：渡辺満久．“広い撓曲崖を形成する六ヶ所断層－原子力規制委員会による適正な審査のために”．科学，Vol.88，No.1，

p.72-76
④渡辺（2019）：渡辺満久．“六ヶ所断層の活動による海成面の変形”．日本地球惑星科学連合2019年大会

【渡辺ほか（2008）の主な論点】

①段丘面区分の妥当性

・段丘堆積層とToyaとの層位関係から、MIS５ｅに形成された海成段丘面はＭ１面であり、MIS５ｅをＭ１面、Ｍ２面に区分している当社とは異
なり１つの面としている。

②伏在逆断層と撓曲帯
・地下に存在する西傾斜の伏在逆断層（六ヶ所断層）の活動により、海成段丘面（MIS５ｅ）が幅１km程度の帯状の部分で東方向へ撓曲
（六ヶ所撓曲）し、同様の変形（急傾斜）は新第三系の構造にも見られるとしている。

・出戸西方断層は、伏在逆断層から派生する副次的な活断層であることから、最新活動時期は両者同時期（ＭＩＳ３以降）としている。
・尾駮沼南岸（向斜構造）のボーリング調査結果について、第四系前期更新統の砂岩（砂子又層上部層）に向斜構造を形成する構造運動
の影響がないことを根拠に日本原燃は活動性を否定しているが、層位関係からこの砂岩はＭ１面構成層であるため、Ｍ１面も撓曲している。

③大陸棚外縁断層と伏在逆断層
・伏在逆断層の陸上部での延長は15kmであるが、さらに北方の大陸棚外縁断層に連続し延長100kmの活断層が構成されている可能性が
あり、下北半島東部の隆起や六ヶ所村周辺の撓曲変形は、この長大活断層によってもたされたものであるとしている。

【渡辺（2016）の主な論点】

 渡辺ほか（2008）の主な論点（上記①～③）と概ね同じ。

 渡辺ほか（2008）及び渡辺（2016）からの主な変更点は、以下のとおり。

・露頭情報の追加・拡充に伴う一部のＭ１面（ＭＩＳ５ｅ）をＭ２面（ＭＩＳ５ｃ）に変更した（上記①の変更）。

・尾駮沼北方において空中写真等から作成したDEMに基づく地形断面図を作成し、Ｍ１面・Ｍ２面が海側へ異常に傾斜していることを示した

（上記②に関連する追加）

・六ヶ所撓曲の基部は、地形断面図の東端部のさらに東側（海側）にある可能性が高いとした（上記②、③に関連する追加）。

渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

文献が指摘する主な論点

※赤枠は野辺地図幅の「六ヶ所撓曲」に対応する内容である。

R1.12.20
資料1-2

p4 加除修正
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渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

文献が指摘する主な論点／当社の評価

【渡辺（2018）及び渡辺（2019）の主な論点】

 渡辺（20１8）及び渡辺（2019）の主な論点は既往（渡辺ほか（2008）及び渡辺（2016））と概ね同じ。

 既往（渡辺ほか（2008）及び渡辺（2016））からの主な変更点は、以下のとおり。

・地形断面と露頭④（当社で実施した３期トレンチ）の情報の追加・拡充を行い、六ヶ所撓曲の活動性を指摘。

（尾駮沼北方の地形断面図と露頭調査結果に基づき、Ｍ１面・Ｍ２面が海側へ異常に傾斜していることを示した。）

・当社の審査会合資料と地形断面を比較し、六ヶ所撓曲と一致する範囲で新第三紀層が東へ傾斜していることから、六ヶ所撓曲が活構造

であることを指摘。

・出戸西方断層は六ヶ所撓曲に付随する活断層であることを指摘。

【当社の評価】（詳細は次頁以降に示す）

①段丘面区分の妥当性

・出戸西方断層沿いを含む、敷地周辺陸域の地形面区分に当たっては、航空レーザ測量によるＤＥＭを用いた空中写真判読、複数地点の
露頭及びボーリングコア観察結果により、地形面の分布形態（分布位置、連続性、開析度）、分布高度、層相、示標テフラとの関係等から、
高位面(Ｈ面）、中位面（Ｍ面）及び低位面（Ｌ面）を細区分している。

・中位面（Ｍ面）の内、ＭＩＳ５ｅに形成された中位段丘面は、段丘堆積層と洞爺火山灰（Toya）との層位関係から、Ｍ１面、Ｍ２面に区分してい
る。

②伏在逆断層と撓曲帯
地表地質調査、反射法地震探査及びボーリング調査等の結果から、以下の通り、評価している。
・出戸西方断層の長さは、約11kmと評価。出戸西方断層以外の活構造は、当該断層近傍の地下深部に確認されない。
・出戸西方断層周辺にほぼ南北方向の軸を持つ背斜構造及び急傾斜構造が認められるが、南方に連続しない。
・尾駮沼南岸におけるボーリングコア観察の結果、六ヶ所層（R）（旧砂子又層上部層）と中位段丘堆積層（M1面）とでは層相に違いが認め
られること、鷹架沼南岸の地表地質調査及び地質年代測定の結果から、向斜構造を形成する構造運動は、第四紀後期更新世以降に継
続しているものではないと判断されることから、出戸西方断層とは一連の構造ではない。

③大陸棚外縁断層と伏在逆断層
・大陸棚外縁断層は海上音波探査の結果、いずれの測線においてもＢP/ＣP境界（約25万年前：海上ボーリング調査により年代の知見拡
充）に変位・変形は認められないことから、第四紀後期更新世以降の活動性はない。

・地表地質調査、反射法地震探査及びボーリング調査の結果から、出戸西方断層以外の活構造は陸域に確認されず、海上音波探査記録
の検討結果においても、出戸西方断層が海側に連続しないことを確認している。

※赤枠は野辺地図幅の「六ヶ所撓曲」に対応する内容である。

R1.12.20
資料1-2

p5 加除修正



渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価１
当社と文献の地形断面の比較

19

0.5%⇒
2.1%⇒

8.7%⇒

3.5%⇒

2.6%⇒

1.0%⇒

3.1～
3.5%⇒ 3.5%

⇒

2.2%
⇒

渡辺（2016）

渡辺（2018）※

※渡辺(2016)との比較であるが、渡辺（2018）にて地形断面を更新しているため、
こちらを掲載した。なお、渡辺（2018）の断面位置の記載は「X-Y」である。

・地形断面図について、渡辺（2016）のＸ、Ｙ断
面と概ね同じ位置の当社の⑬断面、⑭断面
を比較した。

・渡辺（2016）のＭ１面を当社はＭ１面、Ｍ２面
に区分しており、段丘面分布に違いあるた
め、段丘面の勾配が異なる。

・渡辺（2016）は空中写真等から作成したDEM
に基づく地形断面図（Ｘ、Ｙ断面）を作成し、
Ｍ１面、Ｍ２面が海側へ異常に傾斜している
としているが、撓曲範囲は⑬断面の断層近
傍に限られ、その他の海成段丘面の勾配は、
1.1％～2.1％（0.6°～1.2°）であり、現在の海
底地形勾配（1.7％（1.0°））とほぼ同等である。

六ヶ所撓曲のアナグリフ画像及び地形断面図
（渡辺（2016）） 勾配（％）を加筆

⇒0.7°

⇒1.6°
⇒0.9°

⇒1.0°

⇒2.2°

⇒0.9°

⇒1.2°

⇒0.6°

⇒0.9°

⇒1.0°

地形面区分図及び地形断面図

⑭

⑬

R1.12.20
資料1-2

p12 再掲



渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価２
当社と文献の露頭調査結果等の比較

【渡辺(2016)の主な主張】
・Loc.5では、海側（露頭東側）へ増傾斜をしており、古い段丘面ほど変形の程度
は大きい。

・ 六ヶ所断層は、調査地域に分布するＭ１面、Ｍ２面を変形させており、
それらの海成段丘面には、幅1～2kmの撓曲崖（六ヶ所撓曲）が形成される。

海成段丘面分類図
（渡辺（2016））※

※渡辺(2018)の海成段丘
面区分と同じであるため、

カラーで掲載されている
渡辺（2016）を使用した。

六ヶ所撓曲を示す露頭（Loc.5）（渡辺、2016）

8.7～10.5%
⇒

1.7～3.5%
⇒

3.5%
⇒

3.5～5.2%
⇒

30 40 50 60 70 80m0 10 20

鷹架層： 中新統

洞爺降灰： 風成； 離水直後

海成砂層： 5e期
縦： 横比= 2： 1

整合

風成砂層（ 古砂丘） 十和田レッド
Toya

標高
約24m

M２面

標高
約17m

露頭全景

地質観察結果
Ｍ２面堆積物及び
火山灰層の撓曲

地形面勾配：1.6%
地形面勾配:1.5%

撓み

変形のない区間の地形面勾配：1.2%

変形している区間の
地形面勾配：4.5%

M３面M２面

du

空中写真判読
による傾動（ＬC）
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海底勾配：1.8%

⑫

今泉ほか編（2018）による
活断層

No.8露頭位置

No.8露頭位置

【当社の主な主張】

・断層崖の近くのＭ２面堆積物及び火山灰層が撓曲している状況を確認した。

・断層崖の近くの地形面勾配は4.5％であり、出戸西方断層による撓曲変形を反映している。

・変形のない区間のＭ２面の勾配は1.6％であり、現在の海底勾配1.8％とほぼ同等である。

20

R1.12.20
資料1-2

p13 再掲
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渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価３
ボーリング調査等に基づく段丘面勾配と地質構造

地質断面図（Ｂ測線）
（審査会合（H30.10.31）資料1-3 p49 加除修正）

Ｍ２面 Ｍ３面Ｍ１面

基底面勾配：2.0％ （1.1°） 基底面勾配：2.0％ （1.1°）基底面勾配：2.1％ （1.2°）

トレンチ位置

・渡辺（2016）のＹ断面（当社の⑭断面）と近いＢ断面におけるボーリ
ング調査に基づき、中位段丘堆積層の勾配を今回算出した結果、

⇒Ｍ１面の基底面勾配は2.0％（1.1°）

⇒Ｍ２面の基底面勾配は2.1％（1.2°）

⇒Ｍ３面の基底面勾配は2.0％（1.1°）

であり、中位段丘堆積層が東側へ異常に傾斜するような撓曲変形
は認められない。

地形面区分図及び地形断面図

Ｂ’Ｂ

R1.12.20
資料1-2

p14 再掲
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• トレンチ付近の地形勾配は東傾斜約2％（1.1°）である。

• 砂層４（中位段丘堆積層（Ｍ３面））の基底面勾配は、今回算出した結
果、東傾斜約2％ （1.1°）であり、地形と調和的である。

• 渡辺（2016）に基づけば、砂層４（中位段丘堆積層（Ｍ３面））下位の段
丘堆積層（砂層１、砂層２）は海側へ異常な傾斜を示すことになるが、
そのような傾斜は認められない。

渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価４
トレンチ調査（露頭④）に基づく段丘面勾配

トレンチ調査結果（トレンチ付近の砂層基底面高度分布）
（審査会合（H27.7.17）資料1-1 p173 加除修正）

Ｍ２面 Ｍ３面

地形断面図（渡辺（2018）） 勾配（％）を加筆

1.0%⇒

3.1～3.5%⇒ 3.5%
⇒

2.2%
⇒

トレンチ

地形面区分図及び地形断面図

R1.12.20
資料1-2

p15 再掲



出戸西方断層 約11km

棚沢川北川

馬門川

【Ｄ－１露頭位置】

・ＬＣリニアメントに対応する位置において、中位段丘堆積層
に変位・変形を与える西傾斜の逆断層が認められる。

・断層による変位量は古い地層ほど大きく、十和田大不動火
山灰（約3.2万年前）にまで変位・変形が認められ、さらに上
位の十和田八戸火山灰（約1.5万年前）には及んでいない。

→第四紀後期更新世以降の活動性を考慮する。

B測線及び断層
南方延長トレンチ

敷地

（１）北端：OT-1露頭 （２）南端：Ｃ測線

【南方】
・向斜構造は、尾駮沼南岸及び鷹架沼

南岸の調査結果から、第四紀後期更
新世以降の活動は認められない。

中山崎

【北方】
・ボーリング調査等の結果、今泉ほか

編（2018）による活断層の延長部を
横断して、Ｍ1面の旧汀線高度（泊層
上限）は概ね標高26m前後で一定し
ており、高度不連続は認められない
ことから、中山崎周辺から、太平洋
側に連続するような活構造は認めら
れないと判断される。

・MK測線の調査結果から、出戸西方
断層の存在を示唆する断層及び地
質構造は存在しない。

（１）北端位置：OT-1露頭
・OT-1露頭以北にリニアメント・変動地形は判読されない。
・薄片観察結果によれば、最新面での変位センスは正断層センスであり、出戸西方断層の逆断層センスと運動センスは異なる。
・露頭における断層の破砕幅は約1cm（内、粘土状破砕部は数mm）であり、顕著な破砕部は認められず、断層面は固結している。

（２）南端位置：Ｃ測線
・Ｚ測線以南にはリニアメント・変動地形は判読されない。
・出戸西方断層と同じ西傾斜の逆断層が認められない。
・イ断層、ロ1断層、ロ2断層は、連続性が乏しく、累積性がないことから、これら断層を出戸西方断層の副次的な断層として安全側に評価。
・出戸西方断層及び副次的な断層は、Ｃ測線以南に認められない。
・鷹架層の地質構造は、Ｃ測線付近以北では南北走向、Ｃ測線付近以南では北東走向を示し、出戸西方断層沿いに認められる急傾斜構造は南方に向かって
傾斜が緩くなることから、Ｃ測線付近を境に鷹架層の地質構造に差異がみられる。
→出戸西方断層の長さは、ＯＴ－１露頭位置（北端）からＣ測線（南端）までの約11kmとする。

23

渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価５
出戸西方断層の評価

R1.12.20
資料1-2

p16 再掲
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渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価６
反射法地震探査による地下深部の地質構造

向斜軸
地表付近の平面トレース

ＭＤＲＳによる再解析の結果、
・各測線において「南東へ緩く傾斜する大局的な地質構造」と、これらに変位・変形を与える「f-2断層」、「向斜構造」、「出戸西方断層」が推定される。
・このうち出戸西方断層については、追加調査で確認される地表付近のトレースから地下深部に向けて西傾斜で連続している。
・出戸西方断層の分布はLineB（=国道338号）付近以西に限られており、今回の調査範囲で網羅されていると考えている。
→出戸西方断層以外の活構造は確認されない。

R1.12.20
資料1-2

p17 再掲



出

戸

西

方

断

層

敷地近傍の地質平面図

敷地

(1)

(2)

(3)

急傾斜構造背斜構造

（縦：横＝1：1）

出戸西方断層

(1)

(2)

(3)

(4)

0 500m（縦：横＝1：1）

（縦：横＝1：1）

（縦：横＝1：1）

←西 東→

←西 東→

←西 東→

←西 東→

敷地近傍の地質断面図

地質凡例

・(1)測線付近では、出戸西方断層周辺にほぼ南北方向の軸を持つ背斜構造及び急傾斜構造が認め
られる。

・しかし、背斜構造の南方延長にあたる(2)測線に背斜構造は認められず、また、急傾斜構造の南方
延長にあたる(3)測線に急傾斜構造は認められない。

・さらに、(2)、(3)、(4)測線付近の地質構造は、いずれも北東－南西走向、10ﾟ～20ﾟ程度の緩やかな南
東傾斜を示す。

→背斜構造及び急傾斜構造は、南方に連続しないと判断される。

25

渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価７
出戸西方断層周辺の背斜構造及び急傾斜構造の関係

R1.12.20
資料1-2

p18 再掲



渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価８（１）
出戸西方断層と南方の向斜構造との関係

（１）鷹架沼から尾駮沼周辺にかけて分布する向斜構造は、地表地質調査結果及び反射法地震探査結果から、鷹架沼から尾駮沼の沼口の方へ連続している。

（２）Line2では反射面の分布から、f-2断層及び向斜軸が推定されるが、向斜軸付近の新第三系の反射面は連続しており、断層は推定されない。

（３）尾駮沼南岸におけるボーリング調査の結果、鷹架層上部層及び砂子又層下部層が、２０°～４０°程度東に傾斜し、向斜構造の西縁部を形成する一方で
、これらを不整合に覆う六ヶ所層（R）（旧砂子又層上部層）基底面の大局的な傾斜は１°程度であり、向斜構造の影響は認められない。また、六ヶ所層（R）
（旧砂子又層上部層）を覆う中位段丘堆積層（M1面堆積物）もほぼ水平に分布している。

（４）鷹架沼南岸における地質調査の結果、六ヶ所層（R）（旧砂子又層上部層）（年代：約0.4～1.3Ｍａ）は、向斜構造の影響を受け傾斜する砂子又層下部層（S１

）を不整合に覆って、ほぼ水平に分布している。

→向斜構造を形成する構造運動は、第四紀後期更新世以降に継続しているものではないと判断されることから、出戸西方断層とは一連の構造ではないと評価
する。
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Line-B

Line-2

（１）、（２）

Line-2

Line-B

南端：C測線

鷹架沼南岸の地
質調査位置

尾駮沼南岸の
ボーリング調査位置

断層南方延長
トレンチ位置

Ｄ－１露頭及びＤ－１露頭前
トレンチ位置

敷地

R1.12.20
資料1-2

p19 再掲



コア観察の結果、六ヶ所層（R）
（旧砂子又層上部層）と中位段丘
堆積層（M1面）とでは層相に違い
が認められる。

（３）

尾駮沼南岸のボーリング調査結果

鷹架沼南岸の露頭（Tkh露頭）写真・スケッチ図

（４）

鷹架沼南岸における地質調査の結果、六ヶ所層（R）（旧砂子又層上部層）（年代：約0.4
～1.3Ｍａ）は、向斜構造の影響を受け傾斜する砂子又層下部層（S１）を不整合に覆って、
ほぼ水平に分布している。

Line-2

Line-B

南端：C測線

鷹架沼南岸の地
質調査位置

尾駮沼南岸の
ボーリング調査位置

断層南方延長
トレンチ位置

Ｄ－１露頭及びＤ－１露頭前
トレンチ位置

敷地

六ヶ所層（R）
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渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価８（２）
出戸西方断層と南方の向斜構造との関係

R1.12.20
資料1-2

p20 再掲



測線位置図

⑰測線

（縦：横＝5：1）

E→←W

⑯測線

←W E→

28

・⑯測線において、向斜軸の東翼部の地形面勾配は0.2%程度であり、西翼部と比較して緩やかである。
・一方、⑯測線と同じ向斜構造を確認している⑰測線では、向斜軸付近の地形面勾配は1.1%程度であり、東翼部と西翼部で地形面勾配は変わらないこ
とから、向斜構造との関連は認められない。

・なお、⑯測線における向斜軸の東翼部の地形面勾配が緩やかな理由は、向斜構造による変形ではなく、段丘面形成時の勾配と判断され、また、向斜
構造が六ヶ所層（R）（旧砂子又層上部層）及び段丘堆積層に変形を与えていないことを踏まえれば、向斜構造は六ヶ所層（R）（旧砂子又層上部層）堆
積前に活動を終了したと判断される。

渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価９
向斜構造付近の段丘面勾配（１）

R1.12.20
資料1-2

p22 再掲



渡辺論文が指摘する六ヶ所撓曲の全景写真（当社撮影）
①は等倍で撮影。

②は①の撮影位置より、望遠（約10倍）にて撮影。

M2面

M1面

②望遠（約10倍）
で撮影

地形地質断面図（C-C’断面）（渡辺ほか、2008）

海成段丘面分類図（渡辺（2016）を一部加筆）※

※渡辺(2018)の海成段丘面区分と同じであるため、

カラーで掲載されている渡辺（2016）を使用した。
C-C’とSC-SC’の位置は渡辺ほか(2008)に基づく。

C

C’

SC

SC’

渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の評価について

伏在逆断層と撓曲帯：当社の評価９
向斜構造付近の段丘面勾配（２）

【渡辺ほか(2008)の主な主張】
・海側（東側）でのM1面の高度は20数m程度であるが、標高30m付近
から幅約700mの区間で徐々に高度を増し、45mにまで達する。この
区間の傾斜は約2%である。

・地下構造も全くこれと調和的であり、新第三系はM1面の勾配が大き
い区間で急傾斜帯を形成している。

・深度600m付近以深（Y付近）では、明瞭な逆断層が確認される。その
運動によって、新第三系の上部やM1面が撓曲しているように見える。

【当社の主な主張】
・Ｍ1面の傾斜は約1％であり、前面海域の海底勾配と同程度である。このため、Ｍ1面が急傾斜する異常な
傾斜とは考えていない。

29

①等倍

鷹架沼南（C-C’）におけるS面（海成段丘面）の撓曲
（渡辺ほか、2009）

③渡辺ほか（2009）

R1.12.20
資料1-2

p23 再掲
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• 渡辺ほか（２００８）、渡辺（２０１６）、渡辺（２０１８）及び渡辺（２０１９）に対する事業者の
評価について

• 朝比奈平付近の断層及びリニアメント・変動地形



敷地を中心とする半径30km範囲の陸域のその他の断層等の評価
朝比奈平付近の断層及びリニアメント・変動地形

朝比奈平周辺の地質

・朝比奈平周辺には、LDリニアメントが断続的に判読され、当該リニアメントは、NNE-SSW方向に並行する猿ヶ森層と泊層、泊層と蒲野沢層、蒲野沢層と砂子
又層の地層境界にほぼ対応しており、それぞれに西側が低い高度差が認められる。

・活断層研究会編（1991）は、判読される各LDリニアメント付近に断層及びリニアメントを図示していない。

・地表地質調査の結果、朝比奈平周辺には新第三系中新統の猿ヶ森層、泊層、蒲野沢層、新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層等が分布してお
り、リニアメント直近に断層が認められない一方で、リニアメント東方の蜆沢上流付近において、猿ヶ森層と泊層を境する断層露頭が認められる。

31

H28.2.28
資料1-2

P36 加除修正

断層・撓曲の凡例（野辺地図幅）

（当社）

朝比奈平
付近の断

層

朝比奈平
付近の
リニアメント
・変動地形

朝比奈平周辺の地質図（野辺地図幅）
野辺地図幅の凡例は13頁参照

朝比奈平周辺の地質図（当社）



泊層と猿ヶ森層を境する断層露頭スケッチ図
（Ａ－１露頭、むつ市蜆沢上流付近）

敷地を中心とする半径30km範囲の陸域のその他の断層等の評価
朝比奈平付近の断層及びリニアメント・変動地形

朝比奈平周辺の地質断面図

・断層は、周辺地域の地質分布等から、ＮＮＥ－ＳＳＷ走向で東落ちの正断層と判断される。

・断層の南方延長部では、泊層が広く分布しており、泊層の岩相分布に顕著な不連続は認め
られないことから、断層は連続性の乏しい小規模な断層であると判断される。
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敷地を中心とする半径30km範囲の陸域のその他の断層等の評価
朝比奈平付近の断層及びリニアメント・変動地形

朝比奈平付近の断層及びリニアメント・変動地形のまとめ

＜朝比奈平付近のリニアメント・変動地形＞
○朝比奈平周辺には、LDリニアメントが判読されるが、活断層研究会編（1991）は、判読されるLDリニアメント

付近に断層及びリニアメントを図示していない。
○ LDリニアメントは、猿ヶ森層と泊層、泊層と蒲野沢層、蒲野沢層と砂子又層の地層境界にほぼ対応すること

から、岩質の差を反映した浸食地形であると判断される。

＜朝比奈平付近の断層＞
○地表地質調査により断層が認められるが、断層に対応する位置にリニアメント・変動地形は判読されない。
○新第三系中新統の猿ヶ森層と泊層を境する断層露頭が認められるが、断層露頭の性状及び周辺地域の地

質分布から、断層は、ＮＮＥ－ＳＳＷ走向で東落ちの正断層と判断される。
○断層の南方延長部では、泊層が広く分布しており、泊層の岩相分布に顕著な不連続は認められないことか

ら、断層は連続性の乏しい小規模な断層であると判断される。
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余白



①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価

への影響について

②「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告）」

（内閣府（2020））の地震動評価への影響について

③青森県（2021）の津波評価への影響について

④中野ほか（2013） WEB版の更新による火山影響評価への影響について
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②「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告）」（内
閣府（2020））の地震動評価への影響について

37

 内閣府は「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告）」（以下、「内閣府(2020)」
という。）を2020年4月に公表している。

 内閣府(2020)では、Mw9クラスの科学的に想定されうる最大クラスのモデルとして①日本海溝（三陸・日高沖）
モデルと②千島海溝（十勝・根室沖）モデルを想定し、震源域に強震動生成域（SMGA）を配置し、震度分布を推
定。

【内閣府(2020)の地震動評価への影響について】
 敷地において考慮している検討用地震のうち、プレート間地震は日本海溝沿いに設定していることから、基準地震

動策定に係る評価内容への影響の有無について確認を行う。
 内閣府(2020)では、日本海溝沿い及び千島海溝沿いの巨大地震モデルについて検討しており、強震動を予測する震

源モデルが提案されている。震度分布を比較すると、日本海溝モデルの方が敷地への影響が大きいことを踏まえて、
日本海溝モデルと「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震(三陸沖北部～宮城県沖の連動)」のパラメータを
比較する。

内閣府（2020）

内閣府（2020）の日本海溝モデル（左）と千島海溝モデル（右）の震度分布
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②「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告）」（内
閣府（2020））の地震動評価への影響について

 敷地に近く、影響が大きいと考えられる検討用地震のＳＭＧＡ１と日本海溝モデルのＳＭＧＡ①を比較すると、基
本ケースでは概ね同じ位置に同程度の面積を想定している。

 また、応力降下量、短周期レベルともに、検討用地震のＳＭＧＡ１の方が日本海溝モデルのＳＭＧＡ①よりも大き
な値である。

 以上より、内閣府(2020)の知見を踏まえても、当社の地震動評価への影響はないと評価した。

140˚ 142˚ 144˚ 146˚

38˚

40˚

42˚

0 100

km

50
km

10
0k

m
敷地

SMGA2

SMGA1

SMGA3

SMGA4

SMGA5

SMGA①

SMGA②

SMGA③

内閣府（2020）の日本海溝モデル（左）と検討用地震（右）の比較

敷地に近いSMGAの諸元
検討用地震
ＳＭＧＡ１

内閣府(2020）
ＳＭＧＡ①

地震モーメント Nm 2.0E+21 1.8E+21

面積 Km2 2500 2746.6

応力降下量 MPa 34.5 30.0

短周期レベル Nm/s2 1.86E+20 1.70E+20

内閣府（2020）の日本海溝モデルと検討用地震の断層パラメータの比較
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③青森県（2021）の津波評価への影響について

１．概要

41

 当社の津波評価の「既往知見を踏まえた津波の評価」におけるプレート間の連動型地震に伴う津波の評価において
は、北方への連動型地震の波源モデルを設定して検討を実施したうえで、南方への連動型地震については青森県海
岸津波対策検討会の結果を参照している。

 その後、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルに係る内閣府（2020）の知見を踏まえ、青森県海岸津波対策検
討会にて追加検討が行われ、既往の検討結果を含め評価した内容を基に、2021年5月に青森県としての新たな津波
浸水想定が示された（青森県（2021））。

 本資料においては、内閣府（2020）の知見を踏まえた青森県（2021）の津波浸水想定の当社評価への影響について
確認を行った結果を示す。

内閣府（2020）における日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル

内閣府（2020）より抜粋

内閣府（2020）における日本海溝・千島海溝沿いの検討対象領域

内閣府（2020）より抜粋
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③青森県（2021）の津波評価への影響について

２．青森県（2021）における津波浸水想定の概要

 青森県（2021）における津波浸水想定については、複数ケースのシミュレーション結果を重ね合わせ、最大となる
新水域及び浸水深を出力しており、六ヶ所村については下図に示すケースが対象とされている。

 六ヶ所村対象のケースについて、下図(a)については当社評価において「南方への連動型地震」として参照している
既往検討ケース、下図(b)については内閣府（2020）の知見を踏まえた追加検討ケースである。

津波浸水シミュレーションモデル（対象：六ヶ所村等）

青森県（2021）より抜粋・一部加筆青森県（2021）より抜粋
※青森県海岸津波対策

検討会（2012）より変更無

(a) 青森県海岸津波対策検討会の既往検討モデル
（当社評価において「南方への連動型地震」として参照）

(b) 青森県海岸津波対策検討会の追加検討モデル
（内閣府（2020）の知見を踏まえた検討）
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③青森県（2021）の津波評価への影響について

３．青森県（2021）における津波浸水想定（敷地近傍の津波浸水想定図）

 公表された津波浸水想定図におい
て、津波が、到達可能性について
検討する敷地高さとして保守的に
設定した標高40ｍには到達してい
ないことが確認できる。

 既往知見※（次頁参照）と比較する
と、浸水範囲等は異なるものの、沿
岸の浸水深については、大きいと
ころで「5ｍ以上10ｍ未満」の範囲
であることに変わりはない。

 敷地における標高40ｍまでの到達
可能性について検討する観点から
考えると、津波の規模観は既往知
見と同等であると評価した。

青森県海岸津波対策検討会（2021）より抜粋・一部加筆

津波浸水想定図

尾駮沼

鷹架沼

敷地

青森県（2021）より抜粋・一部加筆

※当社評価において「南方への連動型地震」として
参照している、青森県海岸津波対策検討会の
既往検討ケースの結果



44

青森県海岸津波対策検討会（2012）より抜粋・一部加筆

【第4回会合（平成24年10月2日開催）の議事概要】

鷹架沼等の湖沼を遡上して沼奥部まで影響がある
が、その浸水深は１ｍ以下となっており、また原子
燃料サイクル施設等への影響はまったくない。

浸水予測図

公表された浸水深分布から、各施設の設置される
敷地に津波は到達していないことが確認できる。

R2.7.13
資料1-6
p60 再掲③青森県（2021）の津波評価への影響について

＜参考＞青森県海岸津波対策検討会（2012）の検討結果（津波浸水予測図）
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③青森県（2021）の津波評価への影響について

４．青森県（2021）における津波浸水想定（海岸線の最大津波高）

 青森県（2021）においては、地震による地殻変動の影響を考慮した海岸
線の最大津波高として、六ヶ所村の最大は12.7ｍと示されている。

 既往知見※（次頁参照）で示される海岸線上の津波の水位は、東京湾平
均海面からの高さとして整理されたものであり、津波高の整理方法が異
なるため単純な比較はできないが、既往知見における六ヶ所村の海岸
線上の津波高は「6～12ｍ」と示されている。今回の津波浸水想定にお
いても六ヶ所村の最大は12.7ｍであり、敷地における標高40ｍまでの到
達可能性について検討する観点から考えると、六ヶ所村沿岸に想定され
る津波の規模観としては既往知見と同等であると評価した。

 なお、敷地近傍において、既往知見においてはT.M.S.L.+10mに達して
いないのに対し、今回の津波浸水想定においては10ｍ程度の津波高と
なっているが、Ｐ47に示すとおり、当社評価における北方への連動型地
震の波源モデルの中で津波高が最も高いケースにおける敷地近傍の海
岸線上における津波高はT.M.S.L.+10ｍ以上であり、今回の津波浸水
想定はこれを上回るものではない。

青森県（2021）より抜粋・一部加筆

海岸線の最大津波高

※当社評価において「南方への連動型地震」として参照している、
青森県海岸津波対策検討会の既往検討ケースの結果
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③青森県（2021）の津波評価への影響について
＜参考＞青森県海岸津波対策検討会（2012）の検討結果（海岸線上の津波の水位）

R2.7.13
資料1-6
p61 再掲

 南方への連動型地震においては、六ヶ所村沿岸における津波高は６～１２mと
の結果が得られており、敷地近傍で見るとT.M.S.L.+10mに達していない。

 北方への連動型地震の波源モデルの中で津波高が最も高いケースにおいて、
敷地近傍の海岸線上における津波高は、次頁に示すとおりT.M.S.L.+10ｍ以上

であり、北方への連動型地震に起因する津波が南方への連動型地震に起因す
る津波を上回る結果となっている。

敷地近傍

青森県海岸津波対策検討会（2012）より抜粋・一部加筆

海岸線上の津波の水位

津波の水位（T.M.S.L.m）

津波の水位（T.M.S.L.m）
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③青森県（2021）の津波評価への影響について
＜参考＞北方への連動型地震の波源モデルの検討結果（海岸線上の津波高）

R2.7.13
資料1-6

p62 加除修正

北方への連動型地震の波源モデルの中で津波高が最も高いケースにおける津波高分布図

0 0.5 1.0km

評価位置
T.M.S.L.+4.00m

(T.M.S.L. m)

※コンター線は10ｍピッチ（赤線は津波高の抽出位置）

T.M.S.L.+40m

津波高（T.M.S.L.m）

尾駮沼入り口前面
T.M.S.L.+9.86m
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③青森県（2021）の津波評価への影響について

５．津波評価への影響

 内閣府（2020）の知見を踏まえた青森県（2021）の津波浸水想定の当社評価への影響について確認を行った結果、
津波浸水想定図及び海岸線の最大津波高については既往知見と同等であると評価した。

 当社の津波評価における「既往知見を踏まえた津波の評価」については、想定される津波の規模観について把握す
ることを目的としたものであり、新知見における津波の規模観も既往知見と同等であることから、当該評価への影響
はない。

 なお、当社評価においては、「既往知見を踏まえた津波の評価」により規模観を想定した上で、「施設の安全性評価」
としてすべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討を行い、津波が各施設の設置される敷地に到達す
る可能性がないことを確認しており（参考資料参照）、このことからも津波評価への影響はない。

青森県（2021）における津波浸水想定を考慮しても、以下の従前の評価に変更はない。

 すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討の結果、津波が耐震重要施設等、常設重大事故等対処
施設及び安全上重要な施設等の設置される敷地に到達する可能性はない。

 海洋放出管を経路とした津波の遡上可能性について検討した結果においても、津波が海洋放出管を経路として各施
設の設置される敷地に到達する可能性はない。

 以上のことから、各施設の耐震重要施設等、常設重大事故等対処施設及び安全上重要な施設等について、津波に
対する設計は考慮しない。
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参考資料
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③青森県（2021）の津波評価への影響について
参考資料
津波評価結果（概要）

【津波評価概要】

 申請時（H26.1.7）の評価
• 再処理施設、廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設の耐震重要施設は、標高約55ｍ、海岸からの距離約５ｋｍの地点に位置しており、施設の立地

的特徴、敷地周辺における過去の津波痕跡、青森県海岸津波対策検討会の検討結果を踏まえると、津波によって各施設の安全機能が損なわれる恐
れはないとともに、海洋放出管から津波が流入する可能性はないものと考えられることから、津波に対する設計は考慮しない。

 補正申請時（再処理施設：H26.11.28、廃棄物管理施設：H28.2.22、MOX燃料加工施設：H26.12.26）の評価
• 地震及び地震以外の要因に起因する津波について評価を行った結果、評価位置における最高水位が最大となる、プレート間地震の連動型地震のす

べり量割増モデルを南に約100ｋｍ移動させ、破壊開始点をP6に設定したケースを基準津波として選定。本ケースにおいて、評価位置における最高水
位はT.M.S.L.+4.00ｍであることから、標高約55ｍの敷地高さまで津波が到達する可能性はない。

• 海洋放出管を経路とした津波の遡上可能性について検討した結果、到達する最大位置高さは12.84ｍであることから、海洋放出管を経路として標高約
55ｍの敷地高さまで津波が到達する可能性はない。

• 以上のことから、各施設の耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設については、津波に対する設計は考慮しない。

 補正申請以降に実施した検討

• 補正申請時の評価結果と当社施設の立地的特徴を踏まえると、当社施設について津波に対するリスクは相当程度低いと考えられることから、すべり量
が既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討を行い、津波が耐震重要施設等※１、常設重大事故等対処施設※１及び安全上重要な施設等※２の設
置される敷地に到達する可能性がないことの確認を行なった。

• 津波の周期が尾駮沼内の固有周期と重なって増幅することがないかを確認するため、尾駮沼の固有周期に係る検討を実施し、また、その結果を踏ま
えて、数値シミュレーションで設定している空間格子間隔の妥当性について検証した。

 最終評価

• すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討の結果、津波が耐震重要施設等※１、常設重大事故等対処施設※１及び安全上重要な施設
等※２の設置される敷地に到達する可能性はない。

• 海洋放出管を経路とした津波の遡上可能性について検討した結果においても、津波が海洋放出管を経路として各施設の設置される敷地に到達する可
能性はない。

• 以上のことから、各施設の耐震重要施設等※１、常設重大事故等対処施設※１及び安全上重要な施設等※２について、津波に対する設計は考慮しない。

※１：再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設に該当する施設
「耐震重要施設等」は、耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの機器・系統及びそれらを支持する建物・構築物（波及的影響を確認する施設を含む（ＭＯＸ除く）。）
「常設重大事故等対処施設」は、常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物

※２：廃棄物管理施設に該当する施設
「安全上重要な施設等」は、耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの機器・系統及びそれらを支持する建物・構築物（波及的影響を確認する施設を含む。）

上記については、以下同様とする。

R2.7.13
資料1-6
p1 再掲
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参考資料
津波評価方針（評価フロー）
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既往津波に関する検討（２章）

既往知見を踏まえた津波の評価（３章）

施設の安全性評価（４章）

文献調査

既往津波の再現性の確認

地震に起因する津波の評価 地震以外の要因に起因する津波の評価

以下の地震の波源を設定し
数値解析により津波高を算出

・三陸沖北部のプレート間地震
・津波地震

・北方への連動型地震※

（三陸沖北部～根室沖）
※南方への連動型地震（三陸沖北部～宮城

県沖）については青森県海岸津波対策
検討会（2012）を参照

以下の地震の波源を設定し
数値解析により津波高を算出

・海洋プレート内地震

以下の敷地前面海域の震源として
考慮する活断層を対象に簡易式に
より推定津波高を算出

・Ｆ－ａ断層 ・Ｆ－ｂ断層
・Ｆ－ｃ断層 ・Ｆ－ｄ断層

変動地形学的調査等により抽出された
「SLS-1」～「SLS-5」の海底地すべり地
形の中で最も規模の大きい「SLS-2」を
対象に二層流モデル及びKinematic 
Landslideモデルによる数値解析を行い
津波高を算出

文献調査による
評価を実施

国内外の巨大地震のすべり量に関する文献調査結果を踏まえ、すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討を行い、
津波が各施設の設置される敷地に到達する可能性がないことを確認する。

プレート間地震 海洋プレート内地震 海域の活断層による地殻内地震 地すべり等 火山現象

地震及び地震以外の要因に起因する津波の評価を行い、想定される津波の規模観について把握する。

R2.7.13
資料1-6
p7 再掲
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③青森県（2021）の津波評価への影響について
参考資料
施設の安全性評価におけるすべり量が既往知見を大きく上回る波源モデル

既往知見を踏まえた津波の評価において
津波高が最も高いケースの波源モデル

すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデル

検討モデルＡ（すべり量３倍） 検討モデルＢ（全域超大すべり域）

モデル図

諸
元

モーメントマグニチュード（Ｍｗ） 9.04 9.37 9.43

断層面積（Ｓ） 112,309km2

剛性率（μ） 5.0×1010Ｎ/ｍ2

す
べ
り
量

超大すべり域（面積、面積比率）
31.19ｍ（7,530km2、

6.7％） （20,968km2、
18.7％）

93.56ｍ（7,530km2、
6.7％） （20,968km2、

18.7％）

31.19ｍ（112,309km2、100％）

大すべり域（面積、面積比率）
15.59ｍ（13,438km2、

12.0％）
46.78ｍ（13,438km2、

12.0％）

基本すべり域（面積、面積比率） 7.80ｍ（36,623km2、32.6％） 23.39ｍ（36,623km2、32.6％）

背景領域（面積、面積比率） 3.90ｍ（54,718km2、48.7％） 11.70ｍ（54,718km2、48.7％）

地震モーメント（Ｍo） 4.72×1022Nm 1.41×1023Nm 1.75×1023Nm

断層全体の平均すべり量 8.40ｍ 25.20ｍ 31.19ｍ

平均応力降下量 3.05MPa 9.16MPa 11.34MPa

ライズタイム 60ｓ

超大すべり域

基本すべり域
大すべり域

超大すべり域

背景領域

破壊開始点 Ｐ６
破壊伝播速度 2.0km/s

基本すべり域 大すべり域

超大すべり域

背景領域

破壊開始点 Ｐ６
破壊伝播速度 2.0km/s

＊赤線で示す海溝軸は地震調査委員会（2004,2012）をトレース

R2.7.13
資料1-6
p84 再掲
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③青森県（2021）の津波評価への影響について
参考資料
検討モデルＡ（すべり量3倍モデル）の解析結果

【評価位置における津波高】
T.M.S.L.+22.64m※

※朔望平均満潮位及び地殻変動量（2.45ｍ沈降）を考慮

評価位置における時刻歴波形

  評価位置  

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

T
.M

.S
.L

.(m
)

時間（分）

T.M.S.L.+22.64m
津波高分布図

※コンター線は10mピッチ

波源モデルの位置

敷地

0 200 400km

P6

＊赤線で示す海溝軸は地震調査委員会（2004,2012）をトレース

(T.M.S.L. m)

破壊開始点 Ｐ６
破壊伝播速度 2.0km/s

0 0.5 1.0km

評価位置

T.M.S.L.+40m

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

R2.7.13
資料1-6
p85 再掲
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③青森県（2021）の津波評価への影響について
参考資料
検討モデルＢ（全域超大すべり域モデル）の解析結果

  評価位置  

-2.0
0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

T
.M

.S
.L

.(m
)

時間（分）

【評価位置における津波高】
T.M.S.L.+8.50m※

※朔望平均満潮位及び地殻変動量（3.32ｍ沈降）を考慮

評価位置における時刻歴波形

T.M.S.L.+8.50m
津波高分布図

(T.M.S.L. m)

※コンター線は10mピッチ

0 0.5 1.0km

評価位置

T.M.S.L.+40m

波源モデルの位置

敷地

0 200 400km

＊赤線で示す海溝軸は地震調査委員会（2004,2012）をトレース

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

R2.7.13
資料1-6
p86 再掲



③青森県（2021）の津波評価への影響について
参考文献一覧

（1）内閣府（2020）：「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告）」，内閣府ホームページ．
（2）青森県（2021）：「津波浸水想定の設定」，青森県庁県土整備部河川砂防課，青森県庁ホームページ，
（3）青森県海岸津波対策検討会（2012）：「第４回青森県海岸津波対策検討会資料」，青森県庁県土整備部河川砂防課，青森県庁ホームページ，
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①20万分の1地質図幅「野辺地」（第2版）による敷地周辺陸域の活断層評価

への影響について

②「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告）」

（内閣府（2020））の地震動評価への影響について

③青森県（2021）の津波評価への影響について

④中野ほか（2013） WEB版の更新による火山影響評価への影響について
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57原子力発電所の火山影響評価ガイドに一部加筆

【変更】-１火山

10火山
22火山

12火山

原子力施設に影響を及ぼし得る火山の抽出 原子力施設の運用期間における火山活動に関する個別評価

個別評価の結果を受けた原子力施設への火山事象の影響評価

22火山

火山影響評価の根拠が維持されていることを確
認することを目的とした火山活動のモニタリング

R2.8.24
資料1-7

p3 加除修正

・甲地軽石
55cm

その他の火
山事象が施
設に与える
影響は十分
に小さい

十和田，八甲田山※

※八甲田カルデラに北八甲田火山群及び南八甲田
火山群を合わせて「八甲田山」とする

47火山

【変更】+１火山

【変更】+１火山

【変更】+１火山

22火山 【変更】+１火山

④中野ほか（2013）WEB版の更新による火山影響評価への影響について
〔評価概要〕
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④中野ほか（2013）WEB版の更新による火山影響評価への影響について
１．地理的領域内の第四紀火山の抽出

これまで【更新前】

 当社は，中野ほか（2013）WEB版に基づき，地理
的領域内の第四紀火山を48火山抽出していた。

更新前 更新後

今回【更新後】

 中野ほか（2013）WEB版が2021年6月に更新され，
「八甲田黒森」と「八甲田八幡岳」が「八幡岳火
山群」として統合された。

地理的領域内の第四紀火山を48火山から，４７火山に変更。
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敷地を中心とする半径160km範囲の第四紀火山を
抽出

完新世に活動があったか？

47火山

有り :10火山

将来の活動可能性が
否定できない火山

（１０火山）
北海道駒ケ岳
恵山
恐山
岩木山
北八甲田火山群
十和田
秋田焼山
八幡平火山群
岩手山
秋田駒ケ岳

（12火山）

横津岳※1

陸奥燧岳
田代岳
藤沢森

無し ：37火山

短い：12火山

完新世(約1万1,700年前迄)に活動を行った火山

最後の噴火からの経過期間が全活動期間よりも長いか？
(活動期間が非常に短い火山を含む)

（全活動期間 ＜ 最後の噴火からの経過期間）

将来の活動可能性が十分
に小さい火山(25火山)

長い：23火山

原子力施設に影響を及
ぼし得る火山(22火山)

網張火山群※2

乳頭・高倉
荷葉岳

 敷地を中心とする半径160km範囲の第四紀火山について，以下のフローに従い，完新世の活動の有無，将来
の活動可能性を検討し，原子力施設に影響を及ぼし得る火山を抽出した。

最後の噴火からの経過期間が，活動期間内の
最大休止期間よりも長いか？

（最大休止期間 ＜ 最後の噴火からの経過期間）

短い：14火山

長い：2火山

南八甲田火山群
八甲田カルデラ
先十和田※2

玉川カルデラ 八幡岳火山群※3

※1）横津岳について
申請時は，中野ほか編(2013)に基づく活動年代から最後の噴火からの経過期間が全活動期間よりも長いとし，将来の活動可能性の
ない火山としていたが，申請後の知見(高田・中川，2016)を踏まえ，横津岳を原子力施設に影響を及ぼし得る火山とした。
※2）中野ほか編（2013）のWEB版2019年3月19日の更新に伴い，原子力施設に影響を及ぼし得る火山として新規追加となった火山。なお，先十和田については，工藤（2018）の知見を踏まえて評価した。
※3）中野ほか編（2013）のWEB版2021年6月11日の更新に伴い，原子力施設に影響を及ぼし得る火山として新規追加となった火山。

R2.8.24
資料1-7

p11 加除修正

【変更】-１火山

【変更】-１火山

【変更】+１火山

【変更】-2火山

【変更】+１火山

【変更】+１火山

④中野ほか（2013）WEB版の更新による火山影響評価への影響について
2.1 原子力施設に影響を及ぼし得る火山の抽出結果【概要】

【変更】-2火山



八幡岳火山群の噴出量－年代階段ダイアグラム八幡岳火山群の活動履歴（個別文献含む）

中野ほか（2013）WEB版の2021年6月更新に伴う活動年
代の変更およびNEDO(1987)の年代値に基づき，
最後の噴火からの経過期間が全活動期間よりも短いこ
とから，八幡岳火山群を原子力施設に影響を及ぼし得
る火山と評価した。

：噴出量の累積(km3)

※四角は中野ほか編（2013） 及び個別文献に基づく年代幅及び噴出量を表す。

これまで【更新前(統合前)】

八甲田黒森および八甲田八幡岳ともに最後の噴火から
の経過期間が全活動期間よりも長いことから，原子力施
設に影響を及ぼし得る火山ではないと評価していた。

今回【更新後(統合後)】
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④中野ほか（2013）WEB版の更新による火山影響評価への影響について
2.2 原子力施設に影響を及ぼし得る火山の抽出結果【詳細】

年代
（ka）

活動期，火山名 主要噴出物名
噴出量

参考文献
（DRE km3）

工藤ほか（2020）
NEDO（1987）

1170 ka

八幡岳火山群

黒森溶岩

1.31400 ka

2500 ka 大中台溶岩・火砕岩等

・青：個別文献年代値

火山名 形式 活動年代

八甲田黒森 複成火山 175万年前 〜 160万年前

八甲田八幡岳 複成火山 180万年前 〜 160万年前

火山名 形式 活動年代

八幡岳火山群 複成火山 250万年前 〜 140万年前

中野ほか編(2013) に基づく

中野ほか編(2013) WEB版に基づく



61

④中野ほか（2013）WEB版の更新による火山影響評価への影響について
３．設計対応不可能な火山事象の到達可能性

 火砕流，溶岩流に伴う堆積物の最大到達距離
は約9ｋｍであり，敷地周辺には分布しない。

また，岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊の発
生実績は認められないことから、これらの火山
事象が敷地に到達する可能性は十分に小さ
いと評価した。

 新しい火口の開口及び地殻変動については，
敷地が，八幡岳火山群の過去の火口及びそ
の近傍に位置しないこと，並びに火山フロント
より前弧側（東方）に位置することから，これら
の火山事象が敷地において発生する可能性
は十分に小さいと評価した。

 八幡岳火山群を，原子力施設に影響を及ぼし得る火山と評価したことから，設計対応不可能な火山事象の敷地
への到達可能性を評価した。

 八幡岳火山群と敷地の離隔は40ｋｍであることから，評価対象である火砕物密度流，溶岩流，岩屑なだれ，地
滑り及び斜面崩壊について，これらの火山事象の分布と発生実績を確認した。

 左図に、各堆積物の分布と火山を中心に各堆積物の最大到達距離を半径とした到達可能性範囲の円を示す。

29 40 ○*1 ○*1八幡岳火山群
(はちまんだけ)

○
(9km)

○
(9km)

◎

( ) 50km以内 － －

火砕物
密度流

溶岩流
岩屑なだれ，
地滑り及び
斜面崩壊

新しい火口
の開口

地殻変動
火山名

敷地から
の

離隔
(km)

160km以内 50km以内

設計対応不可能な火山事象

検討対象となる火山の敷地からの離隔

◎：当該火山の活動履歴上，発生実績が認められない火山事象

○：当該火山の活動履歴上，発生実績は認められるが，敷地近傍への到達可能性が十分に小さい火山事象

×：過去の最大規模の噴火による火山噴出物が，敷地及び敷地近傍に到達した可能性のある火山事象

（）内の距離：過去の最大規模の噴火による火山噴出物の到達距離

検討不要：敷地からの離隔による判断

*1：敷地は過去の火口及びその近傍に位置しないことによる

八幡岳火山群

溶岩・火砕岩の分布は工藤ほか（2020）に基づき当社が作成

敷地

八幡岳火山群
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④中野ほか（2013）WEB版の更新による火山影響評価への影響について
４．設計対応が可能な火山事象

火山事象 対象火山 評価結果

降下火砕物
半径160km内外の原子力施設に影響

を及ぼし得る火山

敷地及び敷地近傍では，八幡岳火山群を給源とする降下火
砕物は確認されないことから，施設に影響を及ぼす可能性は
十分小さい。

土石流，火山泥流及び洪水

半径120km内の原子力施設に
影響を及ぼし得る火山

（14火山）
横津岳，恵山，陸奥燧岳，恐山，

岩木山，田代岳，藤沢森，南八甲田
火山群，北八甲田火山群，八甲田
カルデラ，八幡岳火山群，十和田，

先十和田，八幡平火山群

敷地近傍には敷地を中心とする半径120kmの範囲に存在す
る，施設に影響を及ぼし得る火山を起源とする土石流，火山
泥流及び洪水に伴う堆積物は確認されず，また，敷地は，太
平洋及び陸奥湾を境にする下北半島脊梁部の台地上に位置
し，これらの火山を源流に有する河川流域に含まれないこと
から，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。

火山から発生する飛来物（噴石）
半径10km内の原子力施設に影響を

及ぼし得る火山
（なし）

敷地を中心とする半径10kmの範囲には，施設に影響を及ぼ
し得る火山が分布しないことから，噴石が敷地に到達するこ
とはなく，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。

火山ガス
半径160km内の原子力施設に影響を

及ぼし得る火山
（22火山）

敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする下北半島脊梁部の台
地上に位置し，火山ガスが敷地に滞留する地形ではないこと
から，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。

その他火山事象
（火山活動による大気現象，火山性地
震とこれに関連する事象，熱水系及び
地下水の異常，静震）

半径160km内の原子力施設に影響を
及ぼし得る火山

（22火山）

火山と敷地とは十分な離隔があることから，施設に影響を及
ぼす可能性は十分小さい。

八幡岳火山群について，設計対応が可能な火山事象が施設に影響を及ぼす可能性を評価した。

以上より，八幡岳火山群を起源とする設計対応が可能な火山事象が施設に影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。

R2.8.24
資料1-7

p156 加除修正

【変更】+１火山

【変更】+１火山

【変更】+１火山
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④中野ほか（2013）WEB版の更新による火山影響評価への影響について
５．まとめ

立地評価（設計対応不可能な火山事象）
 中野ほか（2013）WEB版の2021年6月更新に伴い，「八甲田黒森」と「八甲田八幡岳」を

「八幡岳火山群」として統合し，地理的領域内の第四紀火山を４７火山とした。
 八幡岳火山群は，最後の噴火からの経過期間が全活動期間よりも短いことから，原子力施設に

影響を及ぼし得る火山と評価。
 八幡岳火山群の，設計対応不可能な火山事象が敷地に到達または敷地において発生する可能

性は十分に小さいと評価。

影響評価（設計対応が可能な火山事象）
 八幡岳火山群を起源とする設計対応が可能な火山事象が施設に影響を及ぼす可能性は十分小

さいと評価。

中野ほか（2013）WEB版の更新を考慮しても、以下の従前の評価に変更はない。

 立地評価 ： 設計対応不可能な火山事象が施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さい。
 火山モニタリング ： 十和田および八甲田山を対象に火山活動のモニタリングを実施。
 影響評価 ： 設計に用いる降下火砕物の層厚及び密度について，最大層厚である甲地軽石から

層厚を55cm，密度（湿潤状態※）を1.3g/cm3と設定。

※飽和状態（降下火砕物の空隙に水が満たされた状態，飽和密度）を含む値として1.3g/cm3とした。
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